
１．継続事業の前提に関する注記

　　　該当なし

２．重要な会計方針 　

（１）決算期について

（２）会計基準について

　　　内閣府公益認定等委員会「公益法人会計基準」（平成２０年４月１日裁定）を採用している。

（３）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券・・・償却減価法（定額法）によっている。

（４）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（５）固定資産の減価償却の方法

　　　什器備品・・・定額法によっている。

（６）引当金の計上基準

　　　退職給与引当金は期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

（７）キャッシュ・フロー計算書上における資金の範囲

　　　貸借対照表上の現金及び現金同等物とする。

（８）消費税の会計処理

　　　消費税の会計処理は、税込処理方式によっている。

３．会計方針の変更

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　基本財産

有価証券 1,020,000 － － 1,020,000

小　　　　計 1,020,000 0 0 1,020,000

特定資産

　　基本基金

有価証券 1,000,064,000 0 0 1,000,064,000

定期預金 0 0 0 0

普通預金 0 0 0 0

　　財政安定化積立資産 20,418,542 114,140 0 20,532,682

　　退職給与引当資産 8,784,900 851,000 0 9,635,900

小　　　　　計 1,029,267,442 965,140 0 1,030,232,582

合　　　　計 1,030,287,442 965,140 0 1,031,252,582

財務諸表に関する注記

      該当なし

　　内閣府公益認定等委員会「公益法人会計基準」（平成２１年１０月１６日改正）による。

（単位：円）



５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当
額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

　　基本財産

有価証券 1,020,000 1,020,000 - -

小　　　　計 1,020,000 1,020,000 - -

特定資産

　　基本基金

有価証券 1,000,064,000 1,000,064,000 - -

定期預金 - - - -

普通預金 - - - -

　　財政安定化積立資産 20,532,682 - 20,532,682 -

　　退職給与引当資産 9,635,900 - - 9,635,900

小　　　　　計 1,030,232,582 1,000,064,000 20,532,682 9,635,900

合　　　　計 1,031,252,582 1,001,084,000 20,532,682 9,635,900

６．担保に供している資産

　　該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

敷金 2,271,000 0 2,271,000

什器備品 1,176,566 683,880 492,686

合計 3,447,566 683,880 2,763,686

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　　該当なし

９．保証債務等の偶発債務

　　　該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

Ｈ２３第８回　大阪府債 199,977,000 197,898,200 △ 2,078,800

国債第１３８回（野村證券） 3,968,162 3,898,000 △ 70,162

国債第１３８回（SMBC日興証券） 1,000,000 974,200 △ 25,800

国債第１７６回（SMBC日興証券） 99,844,824 97,710,000 △ 2,134,824

国債第１７６回（みずほ証券） 99,928,618 97,720,000 △ 2,208,618

Ｈ２６．第１回地方公共団体金融機構債 200,000,000 159,520,000 △ 40,480,000

Ｈ２６．第１回福岡県債 100,000,000 82,970,000 △ 17,030,000

第２２回東京都住宅供給公社債 100,000,000 81,260,000 △ 18,740,000

第１３８回日本高速道路保有・債務返済機構債 100,000,000 78,670,000 △ 21,330,000

第295回日本高速道路保有・債務返済機構債 100,000,000 56,430,000 △ 43,570,000

合　　　　計 1,004,718,604 857,050,400 △ 147,668,204

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）



１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

国庫補助金 国土交通省 500,000,000 - - 500,000,000 指定正味財産

出捐金

出捐金 茨城県 83,514,000 - - 83,514,000 指定正味財産

出捐金 栃木県 83,514,000 - - 83,514,000 指定正味財産

出捐金 群馬県 83,514,000 - - 83,514,000 指定正味財産

出捐金 埼玉県 83,514,000 - - 83,514,000 指定正味財産

出捐金 千葉県 83,514,000 - - 83,514,000 指定正味財産

出捐金 東京都 83,514,000 - - 83,514,000 指定正味財産

合　　　計 1,001,084,000 1,001,084,000

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　　　該当なし

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　該当なし

１４．関連当事者との取引の内容

　　　該当なし

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである

現金預金勘定 10,334,261 12,525,016

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

0 0

現金及び現金同等物 10,334,261 12,525,016

（２）重要な非資金取引

      該当なし

１６．重要な後発事象

　　　該当なし

１７・その他

　　　該当なし

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

（単位：円）

前期末 当期末

現金預金勘定

現金及び現金同等物



１．基本財産及び特定資産の明細

　　　財務諸表に対する注記「４基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載しているため省略する

２．引当金の明細

目的使用 その他

退職給与引当金 8,784,900 851,000 0 0 9,635,900

附属明細書　(案）

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高


